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教 育 研 究 評 議 会 資 料 ● 

    教育研究評議会（第 70 回）議事要旨 

 

 

Ⅰ．日  時    2009 年（平成 21 年）6月 23 日（火）16 時 30 分～17 時 55 分  

 

Ⅱ．場  所    本部管理棟 2階中会議室 

 

Ⅲ．出 席 者  亀山学長、宮崎理事、金口理事、富盛副学長、和田副学長、栗田副学長、

村尾総合国際学研究院長、藤井外国語学部長、成田副研究院長、新井副

研究院長、石井副学部長、相馬副学部長、栗原アジア・アフリカ言語文

化研究所長、飯塚アジア・アフリカ言語文化研究所副所長、三尾アジア・

アフリカ言語文化研究所附属情報資源利用研究センター長、田山留学生

日本語教育センター長、小林留学生日本語教育センター副センター長、

井上保健管理センター所長（合計 18 名） 

 

Ⅳ．配付資料   １．教育研究評議会(第 69 回)議事要旨(案) 

２．第二期中期目標・中期計画関係資料  

３．平成 20 事業年度に係る業務の実績に関する報告書  

４．東京外国語大学名誉教授称号授与候補者一覧  

４－２. 「人件費改善計画の策定と高齢者雇用安定法に対応した

65 歳までの雇用保障」策定に向けた今後の進め方（案） 

５．国立大学法人東京外国語大学役員給与規程 新旧対照表（案）  

６．国立大学法人東京外国語大学職員給与規程 新旧対照表（案）  

７．平成 22 年度概算要求重点事項の概要（案）  

８．平成 22 年度施設整備費概算要求事項一覧  

９．平成 20 年度決算の概要 

１０．国公私立大学を通じた大学教育改革の支援 

１１．総合国際学研究科設置に係る要望意見への対応について（カリキュ

ラム）  

 

○ 教育研究評議会(第 69 回)議事要旨確認について 

   亀山学長から、教育研究評議会第 69 回議事要旨について、確認願いたい旨の発言があ

り、これを確認した。 

 

 

Ⅴ．議  事 

＜審議事項＞ 

１．第二期中期目標・中期計画について  
宮崎理事から、配付資料に基づき、第二期中期目標・中期計画（素案）については、

平成21年5月26日(火)に開催された第69回教育研究評議会において提示したものから、

平成 21 年 6 月 4 日（木）の文部科学省事前伺い等を踏まえて若干の修正を行ったこと、

また、平成 21 年 6 月 5日付け文部科学大臣通知「国立大学法人等の組織及び業務全般の



見直しについて」を踏まえて「学内における各項目の検討状況及び中期目標・中期計画

等への反映状況確認資料」についても提出する予定である旨の説明があり、審議の上、

第二期中期目標・中期計画（素案）の 5（外国語学部に関する特記事項）の記載を以下の

とおり修正することとし、これを承認した。 

  『外国語学部において、グローバル化する世界の動向を踏まえ、柔軟で可変的な地域

設定を検討しつつ、現代的課題に対応するために、入学定員の再配置を視野に入れ

たカリキュラムの見直しを行う。』 

なお、今後のスケジュールについて、平成 21 年 6 月 26 日（金）開催の経営協議会に

おいて審議・承認の上、平成 21 年 6 月 30 日（火）に文部科学省へ提出、その後、国立

大学法人評価委員会で素案が審議され、その結果を踏まえて、平成 22 年 1 月頃修正案が

各大学へ提示される予定である旨、報告があった。  

 
２．平成 20 事業年度に係る業務の実績に関する報告書について 

栗田副学長から、配付資料に基づき、平成 20 事業年度に係る業務の実績に関する報告

書について、評価対象事項である「Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況」と確認事項である

「Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況」の説明があり、審議の上、これを承認した。 

なお、特記事項等について追記が必要な箇所については随時連絡を頂きたいこと、ま

た、平成 21 年 6 月 30 日（火）に文部科学省へ提出する予定である旨、報告があった。 

               

３．東京外国語大学名誉教授称号授与について  

村尾総合国際学研究院長から、配付資料に基づき、平成 21 年 3 月に定年退職した 8名

の教授について名誉教授の称号を授与することについて説明があり、審議の上、これを

承認した。 

   

４．人件費問題について  

金口理事から、配付資料に基づき、平成 21 年 5 月 27 日（水）に開催した全学説明会

での意見を踏まえ、本件に係る学内方針の最終決定時期を当初の予定より 2ヶ月程度遅

らせ、今後の政府の動き等をにらみつつ、各種会議においてさらに議論を重ねることと

する旨、説明があり、審議の上、これを承認した。 

 

＜報告事項＞ 

１．期末勤勉手当等に係る給与規程の改正ついて 

金口理事から、配付資料に基づき、平成 21 年 4 月の人事院勧告を踏まえ、本学におい

ても役員及び職員の期末・勤勉手当等の一部を凍結すること及びこれに伴い給与規程の

改正を行う旨、報告があった。 

  

２．平成 22 年度概算要求について  

溝口会計課長から、配付資料に基づき、平成 22 年度特別経費の概算要求について報告

があった。これにつき、富盛副学長（世界言語社会教育センター長）から特別経費の新

規概算要求事項である「言語地域理解教育推進プログラム（仮称）」の内容について報

告があった。 

引き続き、大髙施設課長から、配付資料に基づき、平成 22 年度施設整備費の概算要求

について報告があった。 



 

３．平成 20 年度財務諸表について  

溝口会計課長から、配付資料に基づき、平成 20 年度財務諸表（貸借対照表、損益計算

書、キャッシュ・フロー計算書、利益の処分に関する書類（案）、業務実施コスト計算

書）及び附属明細書等の概要について報告があった。 

 

４．「国公私立大学を通じた大学教育改革の支援」事業への申請状況について 

  錦戸企画調整役から、配付資料に基づき、平成 21年度から申請件数の上限が設定され、

その中で本学は、上限である 3件の申請を行ったことについて報告があった。 

また、全国的な申請状況については、大学教育・学生支援推進事業：申請件数 650 件

（採択倍率 8.1 倍）、組織的な大学院教育改革推進プログラム：申請件数 163 件（採択

倍率 6.3 倍）である旨の報告があった。 

 

５．総合国際学研究科設置に係る設置計画履行状況報告書について 

  石田総務企画課長から、配付資料に基づき、平成 21 年 4 月に設置した総合国際学研究

科の設置計画履行状況報告書提出が求められており、設置の際に付された要望意見につ

いて総合国際学研究科長と相談の上、引き続き対応を進めること、また、設置計画時に

開講予定としていた科目で未開講となっているものについては、履修希望者がいなかっ

たため未開講である旨回答する予定であることについて報告があった。 

 

６．その他 

 ○ 新型インフルエンザについて 

    井上保健管理センター所長から、現在までの、本学学生、教職員において新型イン

フルエンザ罹患者及び罹患が疑われる者の報告は入っていないが、平成 21 年 6 月 19

日（金）の WHO 発表によると、世界における感染者：44,300 人（死者 180 人）、国内

における感染者：730 人（死者 0人）となっており、アルゼンチンにおいて感染が増え

続けている状況等を鑑み、国内報道では沈静化しつつあるものの、秋以降に急激な伝

播の可能性がある旨の報告があった。 

 

○ 世界言語社会教育センター報告 

富盛副学長（世界言語社会教育センター長）から、報告事項「２．平成 22 年度概算

要求について」の補足として、本日の経営戦略会議及び本会議での審議を踏まえ、文

科省へのヒアリング及び書類提出後、7月中旬に世界言語社会教育センター運営委員会

の開催を予定していることについて報告があった。 

 

○ 特任外国人教員について 

亀山学長から、特任外国人教員を「特定外国語教員」として特定有期雇用化するこ

とについて、平成 21 年 6 月 9日（火）開催の経営戦略会議において審議・承認済みで

あるが、今後、各専攻と執行部とのヒアリングを予定していることについて報告があ

った。 

 

○ アクション・プラン 2009 について 

  亀山学長から、アクション・プラン 2009 が配付された。 

 



 

○亀山学長から、次回の教育研究評議会については、平成 21 年 7 月 28 日(火)に本部管

理棟 2階中会議室において開催する予定としている旨、連絡があった。 

                                      以上 


